
 

かすみがうら市消防本部開発行為消防水利設置指導基準 

 

（目的） 

第１条 この基準は、かすみがうら市消防本部管内の開発行為等に伴う消防水利

の設置に関する同意、協議の事務及び消防施設の基準を定めることを目的

とする。 

(用語の定義) 

第２条  この指導基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

（１）開発行為とは、主として建築物の建築または特定工作物の建設の用に供す

る目的で行う土地の区画形質の変更をいう。 

（２）事業主とは、開発行為を行う者であり、土地開発事業に係る工事（以下「工

事」という。）の請負契約の注文者又は請負契約によらないで自ら工事を施

行する者をいう。 

（３）開発区域とは、土地開発事業を行う土地の区域をいう。  

 (消防水利の設置基準)  

第３条  消防水利については、消防法(昭和 23 年法律第 186 号)第 20 条第 1項の

規定に基づく、消防水利の基準によるもののほか、本基準に定めるところに

より、かすみがうら市消防長（以下「消防長」という。）と協議の上、設置

しなければならない。 

(適用範囲) 

第４条  この基準は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第 1項

若しくは第２項による許可を受けた開発行為並びにかすみがうら市土地開

発事業の適正化に関する指導要綱 （平成２７年かすみがうら市告示第２号）

第９条第１項による承認を受けた宅地開発事業（以下「開発行為等」とい

う。）のうち、開発区域面積が１，０００平方メートル以上のものについて

適用する。  

（指導基準） 

第５条  事業主は、開発区域内に次の各号に掲げる基準に適合するように消防水 

   利を設置しなければならない。 

（１） 消防水利を中心として、次表に示す一定の円を描き、これらの円で開発区 

域が完全包含されることとし、消防水利が複数必要となる場合はこれらの円 

に隙間がないことを原則とすること。 

なお、隣接市町の既設消防水利による包含は認めないものとする。 

 用途地域 円の半径 

市街地及び準市街地 近隣商業地域 

商業地域 

工業地域 

工業専用地域 

100ｍ 

その他の地域及び用途地域の指定されていない地域 120ｍ 

上記以外の地域 140ｍ 

※ 市街地及び準市街地とは、消防力の整備指針（平成 17 年消防庁告示第９号） 

に規定する市街地及び準市街地をいう。 



 

（２） 開発区域の面積が１，０００平方メートル以上３，０００平方メートル未 

満の開発行為については、水利基準に適合する耐震性防火水槽または消火栓 

を設置すること。ただし、付近に既設の消防水利（かすみがうら市が所有す 

る防火水槽又は消火栓。以下「既設水利」という）があり、第１号で定める 

円で完全包含できる場合は、既設水利で開発区域を包含できることとする。 

（３） 開発区域の面積が ３，０００平方メートル以上の開発行為については、 

次の定めるところによること。  

ア 設置する消防水利は、水利基準に適合する耐震性防火水槽を設置するこ 

と。 

イ 設置する耐震性防火水槽で包含できない部分にあっては、耐震性防火水 

槽または消火栓を設置すること。ただし、付近に既設水利があり、かつ、開 

発区域が第１号で定める円で完全包含できる場合は、既設水利で開発区域 

を包含できることとする。 

（４） 既設水利で包含する場合、国道、河川、擁壁、がけ、建築物及びその他地 

理的な条件により、消防用ホースを延長することが困難であると消防長が判 

断した場合は、既設水利による包含は認めない。 

（５） 開発面積が２０，０００平方メートル以上または建築物の高さが３１メー 

トルを超える場合（再開発を含む）については、消防用設備等である消防用 

水（２０立方メートル）の義務設置に該当する可能性(建築物等の構造、規模 

等に諸条件有)があることから、予防課との協議を要する。原則、消防用水と 

防火水槽の防護区域が重複する場合の兼用は認めない。ただし、消防用水と 

防火水槽との水量を合算し６０立方メートル以上確保し、消防用水との兼用 

を認めても差し支えないと判断した場合については、この限りではない。 

（消防水利設置の免除、緩和） 

  第６条 前条に定める開発区域内における消防水利の設置については、消防に 

必要な水利が十分であると消防長が認めたときは、免除又は緩和すること 

ができる。また、同一地形を形成する開発行為については、当該開発行為 

者と既に開発許可申請された開発行為者の事業主が同一のものであるとき 

は、これらの開発行為を同一開発行為とみなして、同様の扱いとすること 

ができる。 

 (消防水利の基準） 

第７条 消防水利を設置する場合は、消防法の規定に基づく消防水利の基準及 

び技術基準により設置するものとする。 

（１）防火水槽の基準 

 ア 防火水槽の規格は、原則として設置予定地でコンクリートを打設し建設 

される鉄筋コンクリート製のもの（現場打ち防火水槽）または工場にお 

いて生産された部材を使用して建設されるもの（二次製品防火水槽）で 

財団法人日本消防設備安全センターの認定を受けたものによるほか、消 

防防災施設整備費補助金交付要綱に基づく規格に適合するものであるこ 

と。 

イ  防火水槽は、一槽式とし、有蓋及び有底のものであること。 

ウ 耐震性を有し、かつ、水密性の構造のものであること。 

エ 貯水量は、常時４０立方メートル以上とすること。 



オ 取水点は、消防自動車が容易に部署し、取水できること。なお、取水点 

と地表面上の高さは、０．５メートル以下であること。 

カ  地盤面から取水部 (底設ピットを除く) までの落差は、４．５メートル 

以下であること。 

キ  底設ピットは、吸管投入孔の直下に設け所用水量の全てを有効に吸い上 

げる構造とし、その深さは０．５メートル以上でかつ、広さは一辺の長 

さ又は直径が０．６メートル以上とすること。 

ク 吸管投入孔は、丸型を原則とし、一辺が０．６メートル以上または直径 

０．６メートル以上とすること。なお、吸管投入孔は原則２箇所設ける 

とともに、吸管投入孔の蓋については、かすみがうら市指定 (別図１)  

のものを原則設けること。 

ケ 公園等で防火水槽の周囲にフェンスを設ける場合は、吸管投入孔直近の 

フェンス開口部（内開き）を設けること。 

コ  上載荷重、自重及び土かぶり荷重、土、地下水圧、内水圧及び浮力に対 

する強度および耐久性を有するものとし、設置場所の状況に応じ、自動 

車荷重に耐えうるものとすること。 

（２）消火栓の基準 

      消火栓は、呼称６５の口径を有するもので、直径１５０ミリメートル以上 

の管に取り付けられていなければならない。ただし、管網の一辺が１８０メ 

ートル以下となるように配管されている場合は、７５ミリメートル以上とす 

ることができる。 

ア  構造は、次のとおりとする。 

① 枠は、鉄筋コンクリート製、鋼鉄製、鋳鉄製又は同等以上のものであ 

 ること。 

② 消火栓蓋及び放口並びに開閉バルブの離隔は０．３メートル以内とし、 

消火栓蓋については、かすみがうら市指定 (別図２) のものを原則設け 

ること。なお、地上式にあっては、この限りでない。 

 (３) 消防水利標識 

      標識は、消防水利直近（概ね５メートル以内）かつ、消防隊から視認でき 

る位置に設けるものとし、水利標識の規格（別図３）及び掲示方法について 

は、消防庁通達 （昭和４５年８月１９日消防防第４４２号） による。ただ 

し、消火栓を設置する場合において、標識の代わりに消火栓格納箱を設置す 

る場合はこの限りでない。 

(消火栓を設置する場合） 

第８条  消火栓の規格は、水道法（昭和３２年法律第１７７号）によるもののほ 

か、次に掲げる定めによらなければならない。 

（１）  新規に配水管を引き込み設置する場合は、開発区域図に新規配水管工事箇 

所及び消火栓設置位置を明記した書類を提出すること。なお、上記書類は、 

事前協議の完了後、許可等を本申請する前に、市水道部局と協議し、工事可 

能の確認をしたうえで提出し、承認を受けるものとする。 

（２） 既設配水管に消火栓を設置しようとする場合、開発区域周辺の配管図に 

設置位置を明記した書類を提出すること。 

（３） 消火栓格納箱（筒先１、ホース３、スピンドル１を含む）を設置するも 

のとする。  



 (消防活動空地等） 

第９条  事業主は、階数が３階以上で高さ１５メートル以上の中高層建築物を 

建築するときは、消防車両等の進入路及び消防活動の支障とならないよ 

う、次に掲げる進入路及び消防活動空地を確保するものとする。 

（１）進入路 

ア 進入路の縦横勾配は、８パーセント以下とすること。 

イ 進入路の構造は、総重量２０トンの車両等の重さに耐える地盤支持力 

を有すること。 

ウ 通路に面する空地は、原則として、通路と同じ地盤面とすること。 

   エ 通路に必要な幅員は、５メートル以上とすること。 

   オ 主要道路等の隅切りについて、指導又は協議を行うものとする。 

   カ 進入路及びその周辺部分には、高さ４メートル以下の障害物件を排除す

ること。 

（２）消防活動空地  

     ア はしご付消防自動車架梯のため、建築物の外壁面から５メートル以内に、

はしご付消防自動車が接近できるように幅６メートル、長さ１２メートル

以上の消防活動空地を確保すること。 

   イ 消防活動空地の設定箇所は、非常用の進入口ごと又は解放廊下もしくは

バルコニーの主要部分に確保し、当該空地の上空に架線、工作物等の障害

物を設けないこと。 

   ウ 消防活動空地の構造は、車両総重量２０トンのはしご付消防自動車の通

行に耐える地盤支持力を有すること。 

(協議申請) 

第１０条 事業主から消防水利設置計画書（様式第１号) の申請を受けたときは、 

当該区域について、消防水利の状況を検討し、調査書 (様式第２号) によ 

り、消防長に副申するものとする。 

(維持管理） 

第１１条 協議により設置された消防水利で、用地ともに市に帰属されるものにつ 

    いては、市の管理とする。市に帰属されない防火水槽については、所有者 

    の維持管理とし、付近の火災等災害時に消防隊の使用に協力するものとす

る。 

(申請書類） 

第１２条 事業主は、第４条の規定による消防水利の設置については、消防水利設 

置計画書 (様式第１号) に次に掲げる図書を添えて、消防長に２部提出す 

るものとする。  

（１）開発区域位置図 

（２）公図の写し 

（３）土地利用計画図（消防水利の設置場所） 

（４）造成計画平面図又は給水計画図 

（５）消防水利詳細図又は製品仕様書 

（６）防火水槽の構造図・構造計算書 

 

 

 



 (協議書の交付) 

第１３条 消防長は、開発行為等に係る消防水利設置計画書の内容審査結果が関係 

法令に適合しているときは、消防水利協議書（様式第３号）を開発行為者 

に交付するものとする。 

(消防水利の変更等) 

第１４条 事業主は、消防水利協議書交付後に消防水利の位置又は構造等を変更す 

る時は、その部分の工事に着手する前に協議し、変更書類（様式第４号） 

の提出をもって承認を受けるものとする。また、工事着工後、工法上等の 

問題でやむを得ず位置や構造に変更が生じる場合は、その時点で再協議し、 

承認を受けた後に施工するものとする。 

（工事の検査） 

第１５条 事業主は工事の進捗状況により、検査を受けなければならない。 

１ 工事にあたっては、作業工程の打合せ後に、使用する製品等の確認を受け 

たのちに、工事に着手するものとする。また、下表の検査工程ごとに、検査 

を受けなければならない。 

２ 検査を受けようとするときは、工事検査（中間・完成）依頼書（様式第５ 

号）により、検査を依頼しなければならない。 

   ３ 完成検査後に、作業工程ごとの写真帳を作成し、提出するものとする。 

防火水槽 

検査工程 中間検査 完成検査 写真管理 

着工前 － － 〇 

地盤の床掘り － － ○ 

基盤の仕上げ － － ○ 

配筋の組立て ○ － ○ 

二次製品搬入 ○ － ○ 

完了時 

水張り検査 

－ 〇 

給水後、蓋に封印 

〇 

－ 〇 

給水から１週間後 

〇 

消火栓 

検査工程 中間検査 完成検査 写真管理 

着工前 －  ○ 

路盤掘削 －  ○ 

配管工事 －  ○ 

完了時 

 通水試験 

－ 〇 ○ 

 (工事検査済通知書の交付) 

第１６条 消防長は、完成検査の結果、開発行為等に関する消防水利設置計画書の 

内容に適合しているときは、工事検査済通知書 (様式第６号) を事業主に 

交付するものとする。 

（消防水利の撤去） 

第１７条 消防水利を撤去する関係者は、消防長に消防水利撤去届出書（様式第７ 

号）により届出し、協議するものとし、費用については事業主が負担する 

ものとする。 



 

附 則 

１ この基準は、平成２７年１０月１日から施行する。 

２ この基準の施行に際し、協議中及び協議済のものについては、なお従前の例に

よる。 

附 則 

 この基準は、平成２９年２月１日から施行する。 

 附 則 

 この基準は、平成２９年４月１日から施行する。 

  附 則 

１ この基準は、令和５年７月１日から施行する。 

２ この基準の施行に際し、協議中及び協議済のものについては、なお従前の例に 

よる。 

附 則 

１ この基準は、令和６年７月５日から施行する。 

２ この基準の施行に際し、協議中及び協議済のものについては、なお従前の例に 

よる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号 

消防水利設置計画書 

  年  月  日 

 

 かすみがうら市消防長 

 

 

                  住所 

申請者 

                  氏名                

 

 都市計画法第３２条に関する公共施設 (消防水利) の設置は、次の通りでありますの 

で届け出ます。 

開 

発 

行 

為 

の 

概 

要 

施 工 地 の 地 名 地 番   

造 成 地 の 名 称     

工事施工者住所氏名  

施 行 地 区 の 面 積   総面積    ㎡ 敷地面積    ㎡ 住宅等戸数  戸 

建 築 物 の 概 要 建築階数   階 建築物の高さ  ｍ  

用 途 地 域       地域 

工  事  予  定       年   月   日 ～ 

道

路 
進 入 路 巾 員 数           ｍ その他の道路         ｍ 

消 

防 

水 

利 

消 火 栓 防火水槽 そ の 他 の 水 利 

管口径 水量・個数  

※ 

受 

 

付 

   支 障     有 ・ 無 

 

 

備考  １．本提出書２部提出する。 

    ２．造成地内の配管系統図及び 防火水槽・消火栓 位置図を添付する。 

    ３．※欄は記入しない。 

 

 

 

 



様式第２号 

調   査   書 

 決       裁 所属   

本 

 

部 

消防長 次 長 課 長 補 佐 係 長 主任・係 
受付 年 月 日 

      

審査 年 月 日 

 

申

請

者  

   

 

住 所  

氏 名  

連絡先  

 

副申 年 月 日 

決裁 年 月 日 

届出種別 
 要旨  

防 

火 

対 

象 

物 

名 称                        ℡ 

所在地  

用 途  

審 

 

査 

 

内 

 

容 

 

 

 

指は 

示承 

事認 

項事 

又項 

 

 

意見 
本

部 
 

 

 

 

 



様式第３号 

                          か 消 警 第     号 

                              年  月  日 

 

 

 

                 殿 

 

 

かすみがうら市消防本部 

                        消防長 

 

 

消 防 水 利 協 議 書 

 

 

 造 成 地 の 名 称  

 

 施行地区の所在地 

 

 施行地区の面積 

 

 消 防 水 利   消火栓  新設・既設 

 (配管口径      ㎜)     基 

 

           防火水槽 新設・既設 

 (容  量      ｍ3)     基 

 

 

 １ 事項 

 

上記の開発行為に関する消防水利の設置計画については、適当と 

認めます。 

 

 

 

 

 

 

(用紙規格Ａ４) 

 

 

 



様式第４号 

 

 

                          年  月  日 

 

 

かすみがうら市消防長 

 

 

 

                     住所 

申請者 

                     氏名            

 

 

協議内容の変更について（届出） 

 

 

 茨城県かすみがうら市         番地  に造成計画しております 

                   の消防水利の協議 (か消警第  号 

    年  月  日付協議書) の内容につきまして、下記のとおり変更が 

ありましたので届け出ます。 

 

 

記 

 

 

変更事項 ： 

 

変 更 前 ： 

 

変 更 後 ： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号 

 

         工事検査（中間・完成）依頼書 

 

年  月  日 

かすみがうら市消防長 

 

住所 

申請者 氏名           

電話番号 

 

 

かすみがうら市消防本部開発行為消防水利設置指導基準第１５条 

   の規定により、次のとおり検査を願いたく届け出ます。 

 

 

                 記 

 

 

同意年月日・番 号 年  月  日 か消警第  号 

造 成 地 の 名 称  

所 在 地 

 

消 防 水 利 

 

 

工 事 施 工 者 

 

住所 

名称 

氏名           電話番号 

 

現 場 管 理 者 

 

住所 

 

氏名           電話番号 

※ 

検 査 年 月 日 

 

年  月  日 ＡＭ・ＰＭ    ～ 

備考 ※印のある欄は記載しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第６号 

 

                            年  月  日 

 

 

                殿 

 

 

かすみがうら市消防長 

                                  ㊞ 

 

 

工 事 検 査 済 通 知 書 

 

 

     年  月  日付けで依頼のあった完成検査を実施した結果、開発行為

等に関する消防水利設置計画書の内容に適合していると認められるので通知します。 

 

開 発 区 域 の 所 在  

開発行為に関する同 意     年   月   日 第    号 

検 査 項 目   

検 査 年 月 日    年   月   日 

申 請 者   住       所 

氏     名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第７号 

  年  月  日 

 

 かすみがうら市消防長 

 

申請者 住 所 

 

氏 名              

 

連絡先 

 

 

下記により消防水利の撤去を承認下さいますよう申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 撤去したい消防水利 

 

（１） 位   置     

 

 

（２） 容   量 

 

 

（３） 撤去の理由 

 

 

（４） 代替として新設・ 

既設の消防水利 

 

 

（５）撤去着手予定日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別図１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別図２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別図３ 
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